
新潟市低入札価格調査実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は，新潟市が一般競争入札により建設工事の請負契約を締結しよう

とする場合において，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」

という。）第１６７条の１０第２項の規定によらず，最低制限価格を設けないで，

落札者又は落札候補者（以下「落札者等」という。）を決定する入札において，あ

らかじめ実施する調査（以下「低入札価格調査」という。）について定めるものと

する。 

 

（対象工事） 

第２条 この要領の対象となる建設工事は，次に掲げるものとする。 

（１）政府調達協定対象の建設工事 

（２）総合評価方式入札を実施する建設工事（以下「総合評価案件」という。） 

（３）前２号に掲げるもののほか，市長が指定する建設工事 

 

（調査基準価格の算定方法） 

第３条 低入札価格調査を行う場合の基準となる価格（以下「調査基準価格」という。）

は，当該工事に係る予定価格算出の基礎となった次に掲げる額の合計額（その額に

１０万円に満たない端数があるときはこれを１０万円に切り上げた額）に１００分

の１１０を乗じて得た額とする。ただし，その額が予定価格に１０分の９．３を乗

じて得た額を超える場合にあっては予定価格に１０分の９．３を乗じて得た額とし，

予定価格に１０分の７．５を乗じた額に満たない場合にあっては予定価格に１０分

の７．５を乗じて得た額とする。 

（１）直接工事費の額に１０分９.７を乗じて得た額 

（２）共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

（３）現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額 

（４）一般管理費等の額に１０分の６.８を乗じて得た額 

２ 前項の規定に係らず，特に必要があると認めるときは，調査基準価格を予定価格

に１０分の７．５から１０分の９．３までの範囲内における適宜の割合を乗じて得

た額とする。 

 

（予定価格書への記載） 

第４条 調査基準価格を設けたときは，当該調査基準価格を予定価格書に記載するも

のとする。 

 

（入札の執行） 

第５条 新潟市契約規則（昭和５９年新潟市規則第２４号）第２２条で規定する入札

担当職員は，入札の結果，予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みを



した者（以下「最低価格入札者」という。），又は総合評価案件において最も評価

点の高かった者（以下「最高評価点者」という。）が，調査基準価格を下回った入

札（以下「低価格入札」という。）を行った場合は，落札を保留するものとし，落

札者等を後日決定する旨を通知し入札を終了する。 

 

（低入札価格調査の実施） 

第６条 前条に該当する場合は，契約担当課長は，工事担当課長及び必要に応じ技術

管理課長とともに，最低価格入札者が行った入札，又は最高評価点者が行った入札

について，当該価格によっては契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあ

り，又は公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると

認められるか否かについて，低入札価格調査を行うものとする。 

２ 前項の調査に当たり，最低価格入札者又は最高評価点者（以下「調査対象者」と

いう。）が入札時に提出した工事費内訳書が次のいずれかの基準を満たさない場合

は，その入札価格によっては契約の内容に適合した履行がなされないおそれがある

と認められるとみなし，失格とする。 

（１）直接工事費が市の設計額に１０分の９．５を乗じて得た額以上 

（２）共通仮設費が市の設計額に１０分の９を乗じて得た額以上 

（３）現場管理費が市の設計額に１０分の８を乗じて得た額以上 

（４）一般管理費等が市の設計額に１０分の４を乗じて得た額以上 

３ 前項の規定に係らず，特に必要があると認めるときは，失格基準を別に定めるこ

とができる。 

４ 低入札価格調査は，調査対象者からの事情聴取，関係機関への照会等により行う

ものとし，当該調査対象者は，契約担当課長が指定する日までに，次に掲げる資料

を提出しなければならない。 

 ただし，契約担当課長は，当該入札で調査対象者の他に，低価格入札を行った者

がいる場合は，必要に応じ該当者に対し，同様の資料の提出を求めることができる。 

（１）当該価格での応札が可能となった理由（別記様式第１号） 

（２）入札金額の積算内訳（別記様式第２号） 

（３）配置現場代理人等名簿（別記様式第３号） 

（４）手持工事の状況（別記様式第４号） 

（５）契約対象工事箇所と入札者の事業所，倉庫等との地理的関係 

（別記様式第５号） 

（６）手持資材の状況（別記様式第６号） 

（７）資材購入先又は資材リース元の状況（別記様式第７号） 

（８）手持機械の状況（別記様式第８号） 

（９）機械リース元の状況（別記様式第９号） 

（１０）労務者の具体的供給の見通し（別記様式第１０号） 

（１１）過去に施工した公共性のある工事名及び発注者（別記様式第１１号） 

（１２）建設副産物の搬出先（別記様式第１２号） 

（１３）下請負契約（一次下請）の予定の有無（別記様式第１３号） 



（１４）経営状況について（別記様式第１４号） 

（１５）その他必要な事項 

５ 前項の規定に係らず，総合評価案件においては，次に掲げる資料を提出するもの

とする。 

（１）当該価格での応札が可能となった理由（別記様式第１号の２） 

（２）入札金額の積算内訳（別記様式第２号） 

（３）その他必要な事項 

 

（低入札価格調査後の措置） 

第７条 契約担当課長は，低入札価格調査の結果，次に掲げる場合は，契約の内容に

適合した履行がされないおそれがある，又は公正な取引の秩序を乱すこととなるお

それがあって著しく不適当であると認められるため，当該調査対象者を落札者等と

しないものとする。 

（１）調査対象者が，低入札価格調査に協力しない場合，契約担当課長の指定する日

までに第６条第４項に掲げる資料を提出しない場合又は不備等がある場合，及び

当該低入札価格調査に関する事情聴取に応じない場合 

  （２）第６条第４項第２号の積算内訳書を調査した結果，以下の事実が判明した場合 

    ア 当該積算内訳の算出根拠が適正でない場合 

    イ 当該契約の内容に係る見積数量が適正でない場合 

    ウ 当該契約の内容に係る材料や製品等について品質及び規格が適正でない場合 

    エ 当該契約の内容に係る労務単価が適正でない場合 

    オ 第６条第４項各号に掲げる資料の提出時において，当該工事に配置する技術

者の直接的な雇用関係が証明できない場合 

（３）建設副産物の処理が適正でない場合 

（４）前各号に掲げる場合のほか，別に定める失格基準に該当する場合 

２ 契約担当課長は，低入札価格調査の結果，契約の内容に適合した履行がされない

おそれがあると認められるか，又は公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあ

って著しく不適当であると認められる場合に，低入札価格調査結果報告書（別記様

式第１５号）に意見を添えて，新潟市請負工事等入札参加資格要件等審査委員会に

諮るものとする。 

 

（落札者の決定等） 

第８条 契約担当課長は，前条の調査の結果，又は委員会の審査の結果，調査対象者

の入札価格により契約の内容に適合した履行がされないおそれがなく，かつ，その

者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがないと認

めたときは，直ちに調査対象者を落札者等と決定し，落札者等及びその他の入札者

に対して，その旨を落札者（候補者）決定通知書（別記様式第１６号）により通知

するものとする。 

２ 契約担当課長は，委員会の審査の結果，調査対象者の入札価格をもっては契約の

内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるものであった場合又は公正



な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるもの

であった場合は，その者を落札者等とせずに，予定価格の制限の範囲内の価格をも

って申込みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者又は総合評価

案件における次順位評価点者（以下「次順位者」という。）を落札者等と決定する。

この場合において，次順位者が低価格入札であった場合には，当該次順位者につい

て改めて低入札価格調査を行うものとする。 

３ 前項の規定により，次順位者を落札者等と決定したときは，調査対象者に対して

は落札者等としない旨を調査結果通知書（別記様式第１７号）により通知し，次順

位者及びその他の入札者に対しては，次順位者が落札者等となった旨を落札者（候

補者）決定通知書（別記様式第１６号）により通知するものとする。 

 

（監督体制の強化等） 

第９条 低入札価格調査の結果，調査対象者が落札した場合においては，次に掲げる

措置をとるものとする。 

（１）工事担当課長は，受注者が施工体制台帳又は施工計画書を作成，及び変更して

いる場合には，受注者に対し，その提出を求めるものとする。この場合において，

必要があると認めるときは，受注者に対し，その内容について事情聴取その他の

調査を行うものとする。 

（２）当該工事の監督員は，設計図書に基づく検査等を入念に行うものとする。また，

あらかじめ提出された施工体制台帳及び工程表等の記載内容に沿った施工が実

施されているかどうかの確認を併せて行うものとし，実際の施工が記載内容と異

なるときは，その理由を受注者から詳細に聴取するものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要領は，平成１９年９月２７日から施行する。 

附 則 

この要領は，平成２０年９月２５日から施行する。 

附 則 

この要領は，平成２３年１１月１日から施行する。 

附 則 

この要領は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は，平成２５年５月２０日から施行する。 

附 則 

この要領は，平成２７年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要領は，平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は，平成２９年４月１日から施行する。 



附 則 

この要領は，平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は，令和元年５月１日から施行する。 

附 則 

この要領は，令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要領は，令和４年４月１日から施行する。 



別記様式第 1 号 
（資料は 3 部提出） 

工事番号  工事名  
会社名  連絡先  開札日  
 

当該価格での応札が可能となった理由 
１ 労務費 
 
 
 
２ 手持工事の状況 
 
 
 
３ 当該工事現場と事業所・倉庫との関係 
 
 
 
４ 手持資材の状況 
 
 
 
５ 手持機械の状況 
 
 
 
６ 下請会社等の協力 
 
 
 
７ その他（仮設，安全管理，現場管理等当該工事への取組み） 
 
 
 
（注 1）当該価格での応札が可能となった理由（なぜ安価で施工できるのか等）を，労務費，手

持工事等の状況，当該工事現場と事業所・倉庫との関係，手持資材の状況，下請会社等の協力等

からの面から具体的に記載し，その理由の根拠を各様式に必ず記入して下さい。 
 
 



別記様式第 1 号の２ 
（資料は 3 部提出） 

工事番号  工事名  

会社名  連絡先  開札日  

 
当該価格での応札が可能となった理由 

１ 当該価格で応札した理由 
  （その応札価格で当該工事が安全で良質な施工が可能となる理由。） 

 
２ 手持工事の状況 
  （契約対象工事付近（半径概ね 10 ㎞）に別工事の現場があり、間接費の節減が可能になった。 

また、資材の一括購入が可能な関連工事があり低価格になった場合など。） 
     該当なし        

  該当あり…理由、および資料 

 
３ 手持資材の状況 
  （手持ち資材の活用が可能なことから低価格になった場合など。） 

     該当なし 
     該当あり…理由、および資料 
 

４ 手持機械の状況 
  （自社保有し、現在使用していない機械の活用により低価格になった場合など。） 
     該当なし 

     該当あり…理由、および資料 
 
５ 建設副産物の搬出先 

  （適切な搬出地を選定していない、処理価格が不合理、発注仕様書等に合致していないこと
により低価格になった場合など。） 

     該当なし 

    該当あり…理由、および資料 
 
６ 下請会社等の協力 

  （下請業者の見積書等の工事内容（規模・工法・数量等）およびその単価（資材、労務費、
市場単価）などについて、発注者の積算に比べ著しく低くなっていないか。） 

     該当なし 

   該当あり…理由、および資料 
 
７ 過去に施工した公共性のある工事名及び発注者 

  （過去（5 ヶ年度内）に施工した公共工事（発注する工事と同一工(業)種）に、低入札調査
基準価格を下回る価格で受注した工事があるか。） 

     該当なし 

  該当あり…過去の施工実績 
 
８ その他（仮設，安全管理，現場管理等当該工事への取組み） 

     特記する取り組みなし 
  特記する取り組みあり…内容 

（注）当該価格での応札が可能となった理由（なぜ安価で施工できるのか等）を整理し、該当す
る場合は、手持工事の状況、手持資材の状況、手持機械の状況、建設副産物の搬出先、下請
会社等の協力、過去に施工した公共性のある工事名及び発注者等からの面から具体的に記載

し、その理由の根拠を各様式に必ず記入して下さい。 
 



別記様式第２号 
 

入札金額の積算内訳 
 

（注 1） 応札時に添付した工事費内訳書と同一のものを添付して下さい。 
（注 2） 共通仮設費（率分），イメージアップ，現場管理費の諸経費の算出根拠（詳細な積算内

訳）を必ず添付して下さい。 



別記様式第３号 
 

配置現場代理人等名簿 
 

区分（注 1） 
（フリガナ） 

氏名 
採用年月日 
（注２） 

資格（注 3） 
監理技術者証等

番号 

現場代理人     

技術者     

     

     

     

     

     

     

     

 
（注 1） 「区分」の欄には，本件工事において配置する現場代理人や監理技術者等（兼務する

場合においては，同一枠内に両方）を記入して下さい。 
（注 2） 技術者においては，添付資料として，自社社員(直接的かつ恒常的雇用関係のある(公告

日以前に 3 ヶ月以上の雇用関係がある))であることを証明する健康保険証等の写し，必

要な資格を有することを証明する書面の写しを提出して下さい。 
（注 3） 「資格」の欄には，「一般土木施工管理技士」や「監理技術者資格者」等，ＣＯＲＩＮ

Ｓに登録する資格などの名称を記載して下さい。 
（注４） 上記に記載した現場代理人，技術者等は，病気等の真にやむを得ないと認められる場

合で，かつ新たに配置する技術者が入札参加資格を満たすと確認された場合以外は，落

札決定後変更することは出来ません。 
 



別記様式第４号 
 

手持工事の状況 
 

工事名 工事場所 発注者 工期 金額 
主任技術者又は 

監理技術者の氏名 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 



別記様式第５号 
 

契約対象工事箇所と入札者の事業所，倉庫等との地理的関係 
 
 

（注 1） 分かりやすい地図で契約対象工事箇所と最低価格入札者（総合評価方式による入札の

場合は最高評価点者）の事業所，倉庫，隣接工事箇所等との関連が明確になるように記

入して下さい。（縮尺は問いません。） 
（注２） 上記記載の所在地や，契約対象工事箇所への所要時間も明らかにして下さい。 



別記様式第６号 
 

手持資材の状況 

品名 規格・形式 単位 手持数量 
本工事での 
使用数量 

不足数量の 
手当方法 

備考 

       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
（注 1） 手持資材の状況については，主に該当工事で使用予定の資材を記入して下さい。 
（注２） 安全資材や看板等，共通仮設費やイメージアップ経費で使用する資材も記入して下さ

い。 



別記様式第７号 
 

資材購入先又は資材リース元の状況 
 

工種 
種別 

品名 
規格 

単

位 
数量 単価 

予定している購入先又はリース元名等 

業者名 所在地 
入札者との関係

（取引年数） 
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
 

資材購入費又は資材リース費 
合計額（円） 

 

 
 
（注 1） 数量，単位の欄を記入し，入札者との関係の欄には，最低価格入札者（総合評価方式

による入札の場合は最高評価点者）と購入先予定業者との関係や取引年数を記入し，そ

の関係を証明する規約，登録書などがあれば添付して下さい。 
（注２） 予定している資材購入先又は資材リース元について，その会社の社印のある見積書等

を必ず添付して下さい。 
（注 3） 資材購入費又は資材リース費合計額は，必ず記入して下さい。 



別記様式第８号 
 

手持機械の状況 
 

工種・種別 機械の名称 
規格・形式・ 
能力・年式 

単位 数量 メーカー名 
現在の 
利用状況 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

（注） 主に，当該工事に使用する予定の手持機械の状況を記入して下さい。 



別記様式第９号 
 

機械リース元の状況 
 

工種・ 
種別 

機械の 
名称 

規格／型式・

能力／年式 
単

位 
数

量 
ﾒｰｶｰ名 単価 

予定しているリース元名等 

業者名 所在地 
入札者との関係

（取引年数） 
          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

 

機械リース費合計額（円）  

 
 
（注 1） 入札者との関係の欄には，最低価格入札者（総合評価方式による入札の場合は最高評

価点者）と購入先予定業者との関係や取引年数を記入し，その関係を証明する規約，登

録書などがあれば添付して下さい。 
（注２） 予定している機械リース元について，その会社の社印のある見積書等を必ず添付して

下さい。 
（注 3） 機械リース費合計額は，必ず記入して下さい。 



別記様式第１０号 
 

労務者の具体的供給の見通し 
１ 自社施工 

工種 職種 単価（Ａ） 員数（Ｂ） 合計額（Ａ）×（Ｂ） 
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
   合計（Ｃ）  
 
２ 下請会社施工 

工種 職種 単価（Ａ） 員数（Ｂ） 合計額（Ａ）×（Ｂ） 下請会社名 
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
   合計（Ｄ）   
 

労務費合計額（円） 
（Ｃ）＋（Ｄ） 

 

 
（注 1） 自社施工でない工種及び様式第 13 号に記載している下請会社全てを，「２下請会社施

工」の欄に必ず記入して下さい。 
（注２） 下請会社施工の場合，労務単価が不明のときは「合計額（Ａ）＋（Ｂ）」のみ記入して

下さい。 
（注 3） 「労務費合計額（Ｃ）＋（Ｄ）」は，必ず記入して下さい。 



別記様式第１１号 
 

過去に施工した公共性のある工事名及び発注者 
 

発注者 工事名 工期 金額 備考 
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
 
（注 1） 過去 5 ヵ年程度で，契約対象工事と同一工種の施工実績を記入して下さい。 
（注２） 過去に施工した工事で低入札価格調査制度により調査の対象となったものがある場合

には，当該案件の備考欄に◎印を付して下さい。 



別記様式第１２号 
 

建設副産物の搬出先 
 

建設副産物 受入予定箇所 単位 数量 単価 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 
 

建設副産物合計額（円）  

 
 
（注 1） 当該工事で発生する，すべての建設副産物（コンクリート塊，アスファルト，建設発

生木材，建設発生土等）について記入して下さい。 
（注２） 建設副産物費合計額は，必ず記入して下さい。 



別記様式第１３号 
 

下請負契約（一次下請）の予定の有無 
 

１ 下請負契約の予定      有 ・ 無  （どちらかに○印をつけて下さい） 
 
２ 予定している下請負契約 

下請負契約の 

工事内容（範囲） 

下請負契約の金額（税抜き） 下請負契約の相手方 

（会社名・代表者名・所在地） 
入札者との関係 

【内訳：諸経費】（注２） 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

    

 

下請負契約金額の 

合計 

   

 

 
（注１） すべての下請負契約予定業者について，その会社の社印のある下請負契約見積書等の積算根拠を

添付して下さい。 
（注２） 【内訳：諸経費】には，下請負契約金額のうち，諸経費（下請会社の経費や利益等）を記入して

下さい。 

（注３） 入札者との関係の欄には，最低価格入札者（総合評価方式による入札の場合は，最高評価点者）

と下請負契約予定業者との関係や取引年数を記入し，その関係を証明する規約，登録書等があれば

添付して下さい。 

（注４） 下請負契約予定業者からの見積書を徴収する際には，予め下請負契約予定業者の諸経費を下請負

契約見積書の中に必ず記載して頂くよう，下請負契約予定業者に依頼して下さい。 

（注５） 第２号様式の入札金額の積算内訳と下請負契約見積額とが整合している必要があります。施工に

必要な費目との対応関係が不明確な金額計上が記載されている下請負契約見積書等は，第７条の規

定に該当することになりますので，ご注意下さい。 



別記様式第１４号 
 

経営状況について 
 

 

 
（注） 直近２箇年分の財務諸表（決算報告書）及び会社案内を提出して下さい。 



別記様式第１５号 
 

低入札価格調査結果報告書 
 

年 月 日  
 

新潟市請負工事等 
入札参加資格要件等審査委員会委員長 様 

 
財務部契約課長   

 
下記の工事について，地方自治法施行令第１６７条の１０第１項又は同令第１６７条の１３ 

 の規定に基づく低入札価格調査を実施した結果について，次のとおり提出します。 
対象工事の 

工事番号及び工事名 
 
 

工事場所  

工事概要 

 

入札方法  
入札（開札）日     年  月  日 

調査対象業者 
所在地  

商号又は名称  
代表者氏名  

調査対象価格 
（税抜き） 

予定価格  
調査基準価格  

入札価格  

調査結果 

聴取日時  
聴取場所  
聴取者  

相手方職氏名  
入札結果表 別紙のとおり 

調査の内容等 別紙のとおり 

意見 

 

 

 



別紙 
 

調査項目 
 
１ 当該価格での応札が可能

となった理由 
 

２ 入札金額の積算内訳  

３ 配置現場代理人等名簿  

４ 手持工事の状況  

５ 契約対象工事箇所と入札

者の事業所，倉庫等との地

理的関係 

 

６ 手持資材の状況  

７ 資材購入先又は資材リー

ス元の状況 
 

８ 手持機械の状況  

９ 機械リース元の状況  

１０ 労務者の具体的供給の見

通し 
 

１１ 過去に施工した公共性の

ある工事名及び発注者 
 

１２ 建設副産物の搬出先  

１３ 下請負契約（一次下請）の

予定の有無 
 

１４ 経営状況について  

１５ その他必要な事項  

 



別記様式第１６号 
 

年  月  日  

 

新潟市長        

 

落札者（候補者）決定通知書 

 

下記の案件について、下記の者を落札者(候補者)として決定した旨通知します。 

 

記 

 

案件番号 

工事(委託)番号 

案件名 

開札日時 

企業(委任先)名称 

入札金額 

 

連絡事項 

入札開札時点では，落札を留保して調査を行いましたが， 
調査の結果，上記業者を落札候補者として決定しましたので通知します。 

落札候補者となった業者の方は，入札参加資格の審査を行いますので， 
この通知の翌日までにあらかじめ入札公告で指定された入札参加資格審査 
書類を持参により、提出してください。 

 

発注部署 

 



別記様式第１７号 
 

  第    号  

  年  月  日  

 

 最低価格入札者 様 

（総合評価方式による入札の場合は 

最高評価点入札者 様） 

 

新潟市長         

 

調査結果通知書 

 

      年  月  日に開札を執行した下記の工事については，落札（候補）者の決定 

を保留しましたが，調査の結果，貴社を落札者（候補者）としないことに決定しましたので通 

知します。 

 

記 

 

１．工事番号及び工事名 

 

 

２．入札金額 

 
 
３．落札者としない理由 
   上記入札金額では，契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認められ， 

又は公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認め 
られるため 
 

   

 


